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１．研 究 目 的 

 2013年6月に「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が制定されるなど，近年，わが国

における「子どもの貧困」への関心が高まる一方で，その対策が必ずしも十分におこなわ

れているとはいえない状況にある．子どもの貧困対策の１つの有効な取り組みとして「学

習支援」が広く認識されており，2013年12月に成立した「生活困窮者自立支援法」（2015

年4月施行）においては，任意事業として「学習支援事業」が規定されている．同法成立に

先立ち，生活保護自立支援プログラムでの「高校進学等支援プログラム」のほか，「子ども

の健全育成支援事業」や「社会的な居場所づくり支援事業」といった取り組みが行われ，

同法の成立後にはモデル事業も展開され，多数の先進事例が紹介されてきた．しかし，厚

生労働省の資料によると，2015年度時点で学習支援事業を実施する見込みが324自治体

（36％）にとどまっており，広く普及している状況とはいえない．もちろん，地域のなか

にニーズがなければ不要ではあるが，ゼロということは考えにくく，自治体の財政負担（2

分の1）が障害の１つになっている可能性が否めない．2015年度は特別な措置が講じられる

が，むしろ，ニーズが高い地域ほど財政負担の問題等，任意事業であるがゆえに実施を控

える自治体が多いのではないかと推察される．あるいは，事業の委託化が可能であること

から，可能な予算の枠組みで事業者に委託し，限られた範囲での支援に矮小化される可能

性も懸念される． 

 以上の問題意識から，本研究では，低所得世帯児童を対象とする学習支援の効果に着目

し，その効果を客観化（あるいは可視化）させることを目的とする．なぜならば，このこ

とが支援のあり方や課題の検討に寄与するのではないかと期待するからである． 

２．研究の視点および方法 

 学習支援に期待されている効果の中には，社会的な居場所としての機能と学力向上にあ

るものといえる。いずれも，低所得世帯における生活課題が他面にわたって児童の生活や

学習環境に影響していることを意味しており，こうした課題を改善していくことで児童の

エンパワメントを高めることが期待されているものといえる．学習支援の効果を分析する

にあたっては，第 1 に，生活課題を改善するための機能が果たされていたか，第 2 に，生

活課題の改善が児童のエンパワメント向上につながっているか，という 2 点を研究課題と

し，参与観察のほか，いくつかの調査を実施した． 

 調査研究の対象は，2014 年 4 月から 2015 年 3 月までにＡ市学習支援事業に登録した中

学生である．これらの児童は，生活保護受給世帯，児童扶養手当受給世帯および準要保護

 

貧困・低所得者福祉１

日本社会福祉学会 第６３回秋季大会 

－ 163 －



世帯の中学生を原則対象とし，対象児童が紹介した友人等のうち，学習塾等の私的なサー

ビスを利用していない中学３年生を例外対象とした．実施期間中に登録した中学生は計 19

名であったが，継続して参加した児童は 13 名であった（登録のみで不参加が 2 名）． 

 本研究では，①参与観察記録の作成と分析，②質問紙調査，③聞き取り調査，の 3 つの

手法を用いて分析をおこなっている．分析に際して，生活課題については，参与観察記録

と質問紙調査，聞き取り調査の結果をケースごとにまとめ，ＧＴ法によって取り出した要

素を類型化し，対応分析によって児童相互間の特徴をまとめた．また，エンパワメントに

ついては，東京都が開発した「自尊感情測定尺度（東京都版）自己評価シート」をその指

標としてみなして用いた質問紙調査の結果を分析した． 

３．倫理的配慮 

 本研究においては，日本社会福祉学会研究倫理指針に基づく倫理的な配慮を行った。と

りわけ，調査の実施にあたっては，対象児童との十分な信頼関係を築いた上で調査の依頼

をし，該当児童の保護者に対して書面での依頼を行い，了解を得て実施した．また，事例

や調査の分析結果についても，対象者が特定されないように匿名化して使用している． 

４．研 究 結 果 

 学習支援の体制は，サポーターの大学生１名に対して中学生が１～２名程度の割合にな

るように配置し，施設の一室を使用して月に 4～5 回程度実施した．基本的には，①導入（ア

イスブレイク，話したいことの確認，学習内容等），②支援（話相手，学習指導等），③振

り返り（児童による感想や反省等）の手順で支援を展開した． 

 児童の生活課題の改善については，居場所（安心して自分らしく居られる場所）の享受，

学習意欲・学力の向上，悩み相談（家庭，学校や進路等）がほとんどの児童に共通してお

り，問題行動の改善がみられた児童もいた．しかし，中には深刻な悩み（特に，家庭内の

問題等）を抱えている児童もおり，より専門的なアプローチが求められる場合もあること

がうかがえた． 

 児童の自尊感情（エンパワメント）については，学習支援への参加以降，全体的に高ま

る傾向がみられ，一定の効果が得られたものといえる．しかし，受験による競争の経験が

関係したのか，「Ｂ 関係の中の自己」（対人関係）においては低下する傾向がみられた． 

５．考 察 

 Ａ市での実践と本調査研究の取り組みから，学習支援に参加を希望した低所得世帯の児

童には，いくつかの共通する生活課題があることが確認された．また，その課題の改善に

支援が寄与したことで，児童のエンパワメントが向上したことが確認された．これらの結

果は，先駆的な取り組みをしている他の地域においても同様に確認されていることであり，

本研究がこれを客観化させたものといえる．他の支援にもいえることではあるが，支援の

効果が客観化されることで，支援方法の有意性や課題の発見にもつながるため，とりわけ，

生活困窮者支援においては検討すべき要素であると考える． 
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